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論文内容の要旨
液体の超音波吸収を求める各種測定法にわいては、数百 KHz 領域で測定される吸収係数値が互に
大きく異なり、従来、この振動数域で精度の良い吸収係数値を得ることはできなかった。本論よは、
パルス法により 5MHz から 100KHz にいたる振動数領域において、液体の吸収係数を精度良く求め
る方法に関するもので、 6 章よりなっている。
第 1 章では、従来の液体吸収測定法と、その問題点を概述し、次に本研究の方針と内容を述べ、そ
の意義を明らかにしている。
第 2 章では、従来、吸収係数値を求めるために行われている音場の回折減衰の補正法を実験的に検
討した。そして、従来の補正法は回折理論を用い、発振振動子の振動姿態を理想的なピストン振動と
仮定しているのに対して、実在の水品振動子、磁器振動子では、多かれ少なかれ上記の仮定を満足す
るものでなく、振動子の振動姿態が放射音場の減衰に大きく影響していることを示している c
第 3 章では、新回折補正法(1 )として、標準液体について回折による減衰を実験的に求め、これ
に回折理論による標準液一吸収係数未知液聞の波長差に対応する波長補正をほどこしたものを、未
知液についての回折補正量とすることを提案したO さらに 100KHz -300KHz 域で、なわかっ、液体の
容器壁が受信音圧に弱い影響がある場合には、補正法 (n )として吸収係数既知で、音速度を異にする
複数個の液体中の音場減衰を実験的に求めて音場減衰対波長の関係を定め、これを未知液体の吸収係
数を求めるための補正量となす方法を提案した。上記本研究の新補正法は、パルス法の従来の振動数
下限を約Mに低下させ、 i= 10% の誤差で得られる液体の最低吸収係数値を従来の括に低下させたこと
を明らかにしている。
第 4 章では、本研究の新補正法を数百 KHz 域に緩和吸収の中心を有する蟻酸エチルの吸収測定に
適用した。そして、この液体の緩和のパラメーターには研究者間に著しい不一致があったが、本研
究の測定により、信頼性の高い緩和のパラメーター、および分子パラメーターの値を決定している。
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第 5 章では、数百 KHz域に緩和吸収の中心を有するメチルシクロヘキサンに本研究の補正法を
適用している。
第 6 章は総括で、第 5 章までの結果を要約して述べ、得られた成果について述べている。
論文の審査結果の要旨
液体中の超音波の吸収係数を音波の振動数に対して求めた超音波スペクトルは、液体の物性研究上
有力な子がかりのひとつとして広くその研究が行なわれている。パルス法による吸収測定は最も広く
行なわれていてその振動数は1 GHz から 1MHz 前後に及んでいる。一方、残響共鳴法による吸収測定
の上限振動数は 100 KHz ないし精々 300KHz であって、これとパルス法における振動数下限との間に
は超音波スペクトルの空白部分が存布している。かっその限界附近の測定値は測定者間にむいて大き
な村 l異を呈しているのが現状である。本研究はこの空(Jにおける吸収測定を精度よく行なうことを日
(I~J として行なわれたものである。すなわち吸収係数値を求めるために従米行なわれていた音場の川折
減衰の理論ょにによる補正法がこのような周波数領域においては大きな誤差を伴うことを実験的に示し、
これの補正法としてふたつの新しい方式を提案している。これらの補正法によってパルス法の従米の
測定 IIf能振動数下限をMに低下させることに成功している。ついでこれらの補正法を蟻酸エチル、メ
チルシクロヘキサンの吸収測定に適用して信頼度の高い測定結果を得ている。
ft上の研究結果はこの方面の学術上、工学上の進歩に大きな貢献をなしたものと1. 1 じられる。よっ
て本I論文は博士論文として価値あるものと認める D
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